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平成 28年 11月 22日 

 

各   位 

会 社 名 シ ャ ー プ 株 式 会 社 

代表者名 取 締 役社 長  戴  正  呉    

 (コード番号  ６７５３) 

  

  

  

 

完全子会社３社間の吸収合併に関するお知らせ 

 

当社の完全子会社であるシャープビジネスソリューション株式会社（以下、「SBS 社」といいます。）、iDeep ソ

リューションズ株式会社（以下、「IDS社」といいます。）及びIDS社の完全子会社（当社孫会社）であるiDeepグロー

バルラボ株式会社（以下、「IDGL 社」といいます。）は、本日、各社の取締役会において合併すること（以下、「本合

併」といいます。）を決議し、合併契約書を締結いたしましたので、お知らせいたします。 

なお、本合併は、当社の完全子会社間の吸収合併であるため、開示事項・内容を一部省略しております。 

 

１．合併の目的 

当社は、本年８月に発足した新経営体制の下、全ての事業を連携させ当社の総合力の強化を図る方針として

“One SHARP”を掲げ、事業拡大を通じて様々なステークホルダーの期待に応える経営方針を表明するとともに、

当社の創業の精神である「誠意と創意」を継承し、当社らしいオリジナリティ溢れる商品やサービスをお客様一人

ひとりに提供するとの意味を込めた新コーポレート宣言“Be Original.”を制定いたしました。 

また、当社の幅広い事業や技術、商品企画力を活かし、シャープならではの「人に寄り添う IoT」によってス

マートな社会を実現するため、オールシャープの総合力を発揮すべく、事業間の連携強化によるシナジーの最大化、

全社経営資源の有効活用による経営の効率化を追求し、様々な検討を行っております。 

かかる中、当社は、Web 会議サービス「TeleOffice」等のクラウドサービスを展開する IDS 社と、その子会社で

ソフトウェア開発等を担う IDGL 社について検討を重ねてきた結果、IDS 社及び IDGL 社の全事業を当社ビジネスソ

リューション機器やソフトウェアの販売・サポートを行う SBS 社に移管し、SBS 社の経営資源と統合、最適配置を

行うことで効率的な運営を行い、顧客要望に迅速に対応できる体制を構築することが、当社グループの企業価値向

上に資すると判断し、３社を合併することといたしました。 

 

２．合併の要旨 

（１）合併の方式 

  〔第１合併〕 

IDS社を存続会社とし、IDGL社を消滅会社とする吸収合併を行い、IDGL社は解散いたします。 

  〔第２合併〕 

第１合併の効力発生を条件として、SBS 社を存続会社とし、第１合併後の IDS 社を消滅会社とする吸収合併 

を行い、IDS社は解散いたします。 

（２）合併の日程 

第１合併及び第２合併は、SBS社、IDS社及び IDGL社において、いずれも以下の日程で進めてまいります。 

   合併決議取締役会  平成 28年 11月 22日 

   合併契約締結日   平成 28年 11月 22日 

   合併契約承認株主総会  平成 28年 11月 28日（予定）（注） 

   合併期日（効力発生日）  平成 29年 １月 １日 

（注）本合併のうち第１合併は、IDGL 社において会社法第 784 条第１項に定める略式合併に該当するため、IDGL

社において合併契約の承認に関する株主総会を経ずに行う予定です。 
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（３）合併に係る割当の内容 

   第１合併は IDS 社とその完全子会社である IDGL 社との吸収合併であるため、第１合併による IDGL 社の株式に

代わる金銭等の交付はありません。また、IDS社の新株式の発行及び資本金の増加はありません。 

   第２合併は当社の完全子会社間の吸収合併であるため、第２合併による IDS 社の株式に代わる金銭等の交付は

ありません。また、SBS社の新株式の発行及び資本金の増加はありません。   

（４）消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

   該当事項はありません。 

 

３．合併当事会社の概要（平成 28年 10月 31日現在） 

① 名 称 シャープビジネス 

ソリューション株式会社 

iDeepソリューションズ 

株式会社 

iDeepグローバルラボ 

株式会社 

② 事 業 内 容 システム機器、業務用ディ

スプレイ、ドキュメント機

器等の販売、サポートサー

ビス、コンサルティング及

びシステム企画等トータル

ソリューション事業等 

「TeleOffice」等のクラウ

ドサービス、それに付随す

るハードの販売、保守サー

ビス、コンサルティング業

務等 

「TeleOffice」等のクラウ

ドサービスやソフトウェ

ア、機械器具等の開発、販

売、コンサルティング業務

等 

③ 設 立 年 月 日 昭和 52年３月 28日 平成 22年９月１日 平成 22年 10月 28日 

④ 所 在 地 千葉市美浜区中瀬一丁目９

番地の２シャープ幕張ビル 

東京都大田区平和島四丁目

１番 23号 

東京都大田区平和島四丁目

１番 23号 

⑤ 代表者の役職・氏名 取締役社長・山﨑 公人 取締役社長・田村 耕一 取締役社長・中山俊一郎 

⑥ 資 本 金 1,638,849千円 450,000千円 13,801千円 

⑦ 発 行 済 株 式 数 1,378,888株 87,000株 16,601株 

⑧ 決 算 期 ３月 31日 ３月 31日 ３月 31日 

⑨ 大株主及び持株比率 当社 100％ 当社 100％ IDS社 100％ 

⑩  直前事業年度の財政状態及び経営成績（単体） 

決 算 期 平成 28年３月期 平成 28年３月期 平成 28年３月期 

純 資 産 6,864,389千円 741,597千円 14,762千円 

総 資 産 42,528,940千円 959,803千円 35,119千円 

１ 株 当 た り 純 資 産 4,978.20円 8,524.10円 889.24円 

売 上 高 118,672,872千円 675,261千円 178,350千円 

営 業 利 益 2,880,537千円 70,397千円 859千円 

経 常 利 益 3,283,476千円 89,767千円 897千円 

当 期 純 利 益 965,881千円 69,437千円 52千円 

１株当たり当期純利益 700.47円 798.13円 3.14円 

１ 株 当 た り 配 当 金 469円 0円 0円 

 

４．合併後の状況 

  本合併により、存続会社である SBS 社の名称、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金、決算期に変更

はありません。 

 

５．今後の見通し 

  本合併は、完全子会社間の合併であるため、当社業績への影響は軽微です。 

 

以 上 


